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１．はじめに 

 

  平成２６事業年度の財務諸表等については、８月３１日付けで文部科学大臣より承認

されました。 

  この財務諸表は、企業会計原則に基づきつつ、国立大学法人固有の会計処理を加味し

た、国立大学法人会計基準及びその実務指針等に従って作成しています。 

 

２．財務諸表の概要について 

 

（財政状況） 

① 資産 

  資産総額は 177,963 百万円で、前年度比 753 百万円の増加となっています。これは、

固定資産において、「建物」が、別館インテリジェントホール改修等により増加した一方、

減価償却の影響で、876 百万円減少したことや、流動資産において、「現預金」が、運営

費交付金及び受入寄附金収入の増、資金運用のための債券の満期償還分による増などに

より 1,157 百万円増加したことが主な要因です。 

 

② 負債 

  負債総額は 24,753 百万円で、前年度比 1,683 百万円の増加となっています。これは、

寄附金債務が、受入寄附金収入の増などにより 683 百万円増加したことや、長期リース

債務が、新規リース資産取得により 242 百万円増加したことなどが主な要因です。 

 

③ 純資産 

  純資産総額は 153,210 百万円で、上記のとおり寄附金債務の増加等により、資産の増

加額が負債の増加額を下回っており、前年度比 930 百万円の減少となっています。 
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（運営状況） 

④ 費用 

  費用総額は 11,077 百万円で、前年度比 205 百万円の増加となっています。これは、研

究経費が、第２研究館の改修工事の終了、卓越した大学院拠点プログラムの終了などに

より 114 百万円減少したことや、一般管理費が、AERA ムック刊行の終了、ライフライ

ン再生工事の終了及び経費節減等による消耗品費等の減により 79百万円減少した一方で、

人件費が、給与臨時特例法に伴う給与減額措置終了、人事院勧告等による給与増及び退

職手当の増などの影響で 330 百万円増加したことなどが主な要因です。 

 

⑤ 収益 

  収益総額は 11,165 百万円で、前年度比 231 百万円の増加となっています。これは、運

営費交付金収益が給与臨時特例法に伴う給与減額措置終了に伴う影響額が計上されたこ

と等により 266百万円増加したことや、景明館寄宿料収益が今年度から計上されたこと、

自動販売機手数料収益の増などにより雑益が 19 百万円増加したことが主な要因です。 

 

⑥ 当期総利益 

  上記のとおり費用の増加額よりも収益の増加額が上回っていることなどから、前期よ

り 24 百万円増加して 88 百万円の当期総利益が生じています。 

 

 

３．おわりに 

 

 国立大学法人は運営の基盤となる運営費交付金の交付を受けておりますが、毎年課さ

れている減額措置（△１％）の影響等により、厳しい財政状況に置かれております。 

このような状況の中で、適正な法人運営を実現するために、業務運営の合理化・効率

化等をより一層推進させ、業務改善に努めて参ります。 
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